
国概算要求内容に基づく府の⽀援の⽅向性について（検討⽤）

【令和６年度 部活動実態調査より】
◆部活動設置部数︓4,570部（顧問︓9,701⼈）
◆うち専⾨的指導可能教員割合︓約50.5％（4,903⼈）

【検討会議での委員意⾒】
◆財源と⼈材確保、府としての広域的な整備を求む

【市町村の状況】
◆受け⽫となる団体と⼈材が不⾜（質の保障含めて）

課
題

①【地域移⾏】移⾏体制構築⽀援
【国庫委託事業】(国10/10)
●地域移⾏実証事業(前⾝事業含)

R6︓豊中・池⽥・箕⾯・守⼝・枚⽅・⼤東・⾨真
⼋尾・泉⼤津・岸和⽥市、府⽴富⽥林中

R5︓豊中・箕⾯・守⼝・⼤東・泉⼤津・岸和⽥市
R4︓箕⾯・守⼝市
R3︓島本町、守⼝市
R2︓島本町

②【地域連携】部活動指導員配置⽀援
【国庫補助事業】(国1/3府1/3市1/3)
●実技指導や学校外での活動への引率
・⽣徒の活動機会の保障や地域移⾏に備える
・教員の部活動指導時間削減と⼼理的負担軽減

R6︓25市町/269⼈
R5︓23市町/232⼈
R4︓19市町/135⼈
R3︓18市町/114⼈
R2︓15市町/94⼈
R1︓12市町/68⼈

 府として令和５年度から令和７年度末までを改⾰推進期間として位置づけ、休⽇の部活動から段階的に地域移⾏していく
（令和５年５⽉に設置した「⼤阪府における部活動の地域移⾏に関する検討会議」での協議を踏まえ、８⽉に府⽅針として決定）

委託
大阪府

選定(再委託)

市町村(拠点校)
【主な補助要件】
▪国ガイドライン遵守
▪在校等時間客観的把握
▪上記時間削減計画策定
▪地域移⾏検討組織体の

設置・移⾏計画策定

現状と課題

顧問

部活動
指導員

指導計画の
作成⽀援等

担 当
教 員

協⼒

⽣徒
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27億円※から46億円に予算規模拡充
※令和５年度補正予算15億と令和６年度予算12億の合計

【地域移⾏】実証事業

より多くの市町村・学校で事業展開できるように
（地域移⾏に取り組むための財源とノウハウを⽀援）

18億円から20億円に予算規模拡充

【地域連携】部活動指導員

より多くの市町村・学校に配置⽀援できるように
（今後の地域移⾏を⾒据えた地域連携を⽀援）

⾃治体向けメニューなし

【地域⼈材】確保⽅策

・新たな⼈材バンクの運⽤（発掘・マッチング）
・⼈材育成（集合型＆通信型研修）

国（概算要求） 府（⽅向性）

※ 実証事業２年⽬、３年⽬となる地域クラブ活動は、原則、国費だけではなく、⼀定の割合の受益者
負担や⾏政・関係団体の⾃主財源からの⽀出、企業等からの寄付などとの組み合わせにより、持続的
に活動することを前提とした仕組みを構築し、検証。



【部活動改⾰】当⾯のスケジュールについて（予定）
⽇ 程 内 容 詳 細

8⽉末 スポーツ庁 概算要求公表
9/30（⽉）
13〜17時

スポーツ庁 主管課⻑会議
（オンライン開催）

●第1部 令和７年度概算要求説明会
●第2部 運動部の地域移⾏に関する事業説明等

10/3（⽊）
15時30分〜
府庁分館

第２回検討会議 ●令和７年度の府の取組みの⽅向性説明［意⾒聴取］
・国概算要求内容に基づく府の⽀援の⽅向性について
・財源確保策としての寄附（⼤阪教育ゆめ基⾦）について
●令和６年度における取組みの進捗状況等について
・委託事業活⽤市における事例紹介（池⽥市、守⼝市）
・新たな⼈材バンクの構築に向けて（アスフィール株式会社）

11/20（⽔）
13時45分〜

⼤阪府部活動の在り⽅に関する研修会
（第１回）
※⼤阪弁護⼠会スポーツ・エンターテインメント法実務
研究会による「⼤阪府部活動の在り⽅・地域社会と
の連携（地域移⾏）を踏まえた⽇本型部活動発展
の可能性に関する研修会兼シンポジウム」との共催

●（１部）指導者の資質向上等に資する講義・講演
・（仮）「学校部活動・地域クラブ活動に関する施策について」
⼤阪府教育庁 指導主事

・「福知⼭における部活動の地域連携の取組み・起業からの⽀援に関する事例紹介等」
⼀般社団法⼈ 福知山ユナイテッド 代表 ⽚野 翔⼤ ⽒

・「部活動におけるコンプライアンスとガバナンス・地域スポーツとの連携時の法的問題等」
⼤阪弁護⼠会 弁護⼠ 坂 房和 ⽒

・（仮）「アメリカのカレッジ・海外スポーツを踏まえ今後の⽇本部活動のビジネス的
課題と地域スポーツとの連携の可能性」
株式会社スポーツバックス 代表取締役 澤井 芳信 ⽒

●（２部）パネルディスカッション
・今後の部活動の在り⽅・地域連携・地域移⾏の課題
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内 容 予 定
 新たな⼈材バンクの構築・運⽤ • 年内の構築完了

• 年明けから試験運⽤開始
 好事例の普及⽅策
・国予算事業の活⽤事例の普及⽅策

• 第２回⼤阪府部活動の在り⽅に関する研修会（兼第３回検討会議）にて
成果発表会を開催し、府域全体に普及

本 ⽇



（参考）スポーツ庁・⽂化庁への要望について
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